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課題目

食料品小売業にむける変革

川端俊一郎

農産物のなかでも，直接食料にむけられるものは，典型的な，収集ー仲継

一分散，という流通型を示し，また若干の加工過程が途中に介在する場合に

も，食料品の流通はおおむねこの型に入るのであるが，このそれぞれの流通

段階は，それぞれ独立した商人によって担当されていたものと考えることが

出来る。産地には集荷を業とする零細な商人がおり，集散地には集荷された

農産物を消費地まで移出する比較的大きな商人がいる。消費地には卸商がい

て零細な小売商への分散を担当するといった具合である。

しかし，生産が零細で分散して行なわれている場合には，農業に限らず，

商人は流通過程において支配的な地位を占めるばかりでなく，生産過程にま

でもその力を及ぼすのが常であった。生産過程からの商人の後退は，典型的

には産業資本の確立によってもたらされるのであるが，それはまた商品の収

集過程における商人活動の後退でもある。農業においては，このような産業

資本の確立をみることがなく，伝統的な小農形態のままで商品生産を進めな

ければならない事態となったのであるが，その後の商品生産の発展は，特定

の主産物を生産する一定水準の小農の地域的な集合一一主産地の形成をもた

らし，そこに協同組合の結成による販売事業の進展がみられることとなっ

た1)。ここではじめて農業においても商人の力は生産過程からばかりでなく

集荷から仲継にかけても一定程度の後退をみるにいたる。

ところで，この販売組合が一応の発展を示すのは，金融資本の形成がみら

れる「帝国主義」の段階においてであるが，この段階における商業資本の一

般的傾向としては，産業資本の大規模化と独占的結合の進展が. {中継から分

散にいたる商業を自己の支配下におくことを可能にして商業資本を産業資本

1) 川村琢稿「農産物販売組合の性格J(鈴木鴻一郎編『マノレタス経済学の研究』下
l.i>. 1968年10月)
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と対等の地位から引きおろしてしまうことが言われている。自立性を喪失し

た商業資本は産業資本の代理人となってしまい，そこでは商業資本が可能な

かぎり縮小されるばかりでなく，商業利潤も可能なかぎり削減され，報酬と

しての手数料のみが与えられる，いわゆる「手数料商人Jの形態が一般化す

る。小農の販売組合もまた，その手数料流通機関としての性格をみるなら

ば，それが商人にかわってこの段階における商業資本の機能を果す特殊な形

態であることが知れよう。更には中央卸売市場における荷受会社もまた形の

上では手数料商人として規定出来る。しかし農産物の場合，販売組合以外の

ものは， 1中継一分散段階において自由な商活動を展開する商人と見てよいだ

ろう 2)。これは，金融資本のもとにおける，仲継から分散にかけての手数料商

人化・代理屈化の方向とは際だった対照をなしている。食料品の場合には，

こうした生産の側からする商業資本の再編成がみられないのである。だが.

いずれの場合にも，末端の小売商の段階では，零細な家族規模の経営が圧倒

的な地位を占めていることにかわりない。彼らは，いわゆる小商人として相

対的過剰人口の一存在形態として滞留しているのである出。

さて，この小商人層であるが，現在の経済発展のなかで，この層には激し

い分解がおきており，分散過程の新たな編成がなされている。そして特に食

料品についてみるならば，一般的な方向とは逆に，むしろ分散の方から{中継

を再編成してゆくという動きがおきているように思われるのである。ここで

は，焦点をそこにあわせて，この変化の過程とその背景，そして「集収-f中継

一分散」がどのような方向に再編されるのかをさぐってみることにしよう。

2 

小商人は小農などと同じように，資本家的生産様式に先行する時代からの

遺物であるが，金融資本が形成された段階では，彼らはその再生産構造のな

かに組み入れられて，それまでのように産業資本の確立とともにその分解が

進行するというよりはむしろ金融資本の蓄積様式のなかに温存され再生産さ

れる傾向をもつに至ることが指摘されている針。金融資本は，固定資本の巨

2) 拙稿「中央卸売市場における商業資本の性格J(北海学園大学開発研究所「開発
論集』第4号.1967年6月〉を参照ぜよ。
3) 布Il稿「小商人の性柊規定J( r開発論集1第5号.1967年12月〕を参照せよ。
4) 宇野弘政辞『経済政策論JC1939ff) 
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大化した生産過程を，資本の集中によって支配し，生産手段の巨大な集積

によってその蓄積を増進するのであるが，大規模な投資が社会的に形成され

た資金の集中によって，株式会社という形式を通して比較的容易になされる

場合，新技術の導入による資本の有機的構成の高度イじは不断に行われる基礎

を与えられ，相対的過剰人口の形成は著しく促進されるものと考えられる。

金融資本は，労働力の不断の過剰を有利な条件としつつ蓄積を進行させうる

が，しかし他方では，自ら形成した産業予備軍としての過剰人口を，未発達

の農業や商業の部面に，あるいは都市雑業層の中に滞留させ，小農や小商人

の分解を制限せしめるという事態が生じるわけである。

はじめに述べたように，商業部面のなかでも，遅れた産業と接して集荷を

担当する商人及び零細で分散した消費者に対する商人には特に小規模な家族

経営のものが多いのであるが，金融資本の段階における小商人の存在につい

て，森下不二也教授は次のように説明している九 「資木主義の独占段

階」では r労働の生産力の顕著な向上が老大な過剰人口を生みだす」が，

このことは更に「零細商業開業のほとんど無限大ともいうべき可能性」とあ

いまって，零細商業を「急増」させるので r一方における商業資本の集中

集積と商業独占の形成にもかかわらず，これとならんで不断に零細商業を生

みだしていく Jというのである。零細商業が「急増Jしたかどうかはともか

く，この段階で零細商業者の停滞が社会問題化したことは確かであり，宿業

に関する研究もこの段階で進展したのであった。

ところが森下教授は「独占資本は小商人，零細商業の増大を奨励しこそす

れ，それを阻止する理由を全くもたない」として，更に次のように述べてい

る。「それが多ければ多いほど販売の困難は軽減され，それに支払うべき

マ{ジンは縮小して流通資本は相対的に節約されるのである o その結果，~

大な数にのぼる小商人が独占段階の商業の底辺に横たわることになるのであ

る。 J

ここには，小商人が多いほど販売の困難が軽減されること，そのうえマー

ジンも縮小することが言われているが，この主張は少々検討を要するように

思われる。まず販売の困難の軽減であるが，軽減される東山としては，零細

商業は「消費者に近接して多数に散在」しているので r市場のすみずみま

5) 森下二次也著「現代商業経済論JI (1960年)10章および8章。
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で商品を行きわたらせ，一人でも多くの消費者にその商品の存在を認知させ

る」のに「もってこいであるJことがあげられている。しかしながら，小高

人が「急増」したことの理由は，~大な過剰人口の形成にあったということ

を想起しなければならない。そこに「狭い消費力の限界」があるのであれ

ば，小商人が多ければ多いほど販売の困難が軽減されるということにはなら

ないであろう。それに，商品を市場のすみずみまで行きわたらせ，一人でも

多くの消費者に商品の存在を知らせために，多数の小商人の存在が「もっ

てこいである」かどうかも疑問である。商品流通の分散過程は，それが分散

していればいるほど，消費力が零細であることを意味するが，逆に消費力が

高まれば，分散の程度は縮小する。しかもいずれの場合にも商品は市場のす

みずみまで行きわたっているとみるほかない。商品の宣伝に関しては，宣伝

の手段が未発達であるかどうかによって末端の小売商自身の役割は変ってく

るのであって，小商人が多ければ多いほどその効果があがるかどうかは疑問

である。

次にマージンの縮小であるが，その王毘由としては次のように述べられてい

る。 r零細商業は流通費用を資本とし7て負担するものではないJから I流

通資本に対する利潤として支払うべきものが賃金の支払いですましうるJた

めに，小商人が多ければ多いほどマージンは縮小すると言うのである。言葉

をかえていえば流通費用を資本として負担した場合その資本に対する利潤の

比率は，流通費用に対する労賃の比率よりも少なくなければならない。だが

利潤よりも労賃が小さいという保証はどこにもない。確かに流通資本は節約

になっていようが，小商人の増加によって「流通費用は膨脹する」のであ

るo たとえこの流通費用が r大部分小商人自身の負担に転稼される」もので

あったとしても，増加する彼らへの生活費の支払いは，彼らが膨脹する流通

費を負担ーすることによってなされなければならないのであり，その支払いが

マージンからの支払いであるかぎり，マージンは，率ーではともかく量では増

加を免れないとみるほかはない。支払うべきマージンば，彼らの生活が極度

にみじめなものであったとしても，彼ら自身の膨脹の程度次第では決して縮

小はしないであろう。

このように，むしろ小商人の大量の存在は，販売の困難な時期とうらはら

の関連にあり，マージンもかえって増大しかねないという状勢にあるとみる
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ぺきなのではなかろうか。金融資本は小商人の残存.あるいは増大に完全な

る流通担当代理人をみつけたのでは決してない。小商人の増大を金融資本に

とって全く望ましいこととして片づけてしまうわけにはし、かないのである。

さて，ここで取り上げようとしているのは，まず典型的な金融資本確立以

降における商業部面の変化であるが，さしあたり概略的に，商品の分配に従

表1 流通従事者の増加

|1 9 3 0 1増加率119 5 5 
1 万人

西ヨーロッパ|流通従事者 1.0201 42%1 1.450 

日

総有業者 11，4701 15%1 13，200 

構成比 8.9%1 24%1 11.0% 

本|流通従事者

総有業者

構成比

340 

2，930 

11.8% 

付制
34%1 3，930 

4%1 12.3% 

事している者の数の動きを見ることにしよう。表1にみられるように，西ヨ

ーロッパにおいては， 1930年から1955年にかけて，卸小売業に従事する者は

1，020万人から1，450万人へと， 40%をこえる増加を示しため。この聞に全

労働人口は15%しか増えておらず，商品分配従事者の占める比率は， 9%か

ら11%へと高まっている。わが国の場合には，同じ期間に，商品分配に従事

する者は41%増えているが， 全就業者は34%の増加で.全体に占める割合

は， 11.8%から12.4%へと若干高まった。比率の高まり只合は，ヨーロッパ

の24%に対して我が同は4%と小さいが，その後の我が同の動向を見るなら

ば，商業に従事する者の数が相対的にも絶対的にも増加するということを，

共通した長期的傾向として言ってもよいだろう 7)。

6) Jefferys， T. B. and Knee， D.， "Retailing in Europe" London， Macmillan 
Co.， 1962. P.7.ここで西ヨーロッパとは社会主義医を除く 18ヶ国である。
7) 昭和25年当時の我が国は，まだ終戦直後の特殊な状況にあったものと思われ
る。戦時経済は製造業における就業者を膨張させるが，生産された戦争資材はその

流通のために卸小売商を必要とするような蕗品ではなL、。しかも一般消費物資は紙

度に制限されるから，商品流通に従事する者はそれだけ少なくてもよいのである。

したがって戦時中は卸小売に従事する人聞はほとんどふえなかった。 く国勢調査〕
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表2 昭和30年代の流通従事者の増加

1955 増加率 1960 増加率 1965 

4，760(100) 

740C 16) 

2，370C 50) 

昭和30年代におけるこの傾向の進行度合は，表2に見られるように激しいも

のであった。

1930年からの25年間における， 40%を越える商品分配従事者の増加は，そ

の大部分が小売業によって占められていたと考えてよい。卸売に従事する者

の比率は，商品流通の発達と共に増加する傾向にはあるが，卸小売合計の70

"-80%は小売の占めるところとなっている。そして，この小売過程において

は小商人が依然圧倒的な地位を維持していたのであって， 1955年頃におい

て，従業者10人未満の規模の屈に就業している者は，西ヨーロッパ平均でも

我が悶でも80%前後を占め，さらにその半分は従業者1"-'2人のどころに就

業しているような状態であった。したがって結局のところ，この期間におけ

る商品分配従事者の増加は，小商人の増加でもあったと言うことが出来る。

このような増加傾向が，商品流通のうえで「もってこい」のものであるか

どうかについては疑問であるのだが，いま簡単に，商品流通の能率性をみる

ために，商品生産に従事している者と商品分配に従事している者の比率の変

表3 生産従事者対流通従事者

西ヨーロッパ 日 本

1 9 3 0 1 9 5 0 1 9 3 0 1 95 5 

生 ra 7，100万川|7300 (100) 1. 950 (100) 2，350 (100) 
流 通 1. 020 C 14)1 1.300 C 18) 340 C 18) 480 ( 21) 

化を調べてみよう。表3は， 100人で生産した商品を何人で流通させている

かを示すものであるが，西ヨーロッパの場合には， 1930年頃には14人でまに

あったものが， 20年後には18人を必要とするに至っているし，我が悶の場合

には， 17人でよかったものが25年後には21人が担当することになっている。

つまり生産に投下される労働力の増加よりも，流通に投下される労働力の増
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加のほうが大きく，ますます，生産のためにでは、なく，生産されたものの流

通のために労働力を割かなければならなくなってきたのである。この期間に

生産部面では，労働生産性の向上により，同じ入聞がますます多くの商品量

を生産するようになり，また生産に従事する者の数も増大したが，しかしそ

の増大した商品量を，以前と同じ比率の人間で担当出来るほどには流通上の

能率は向上しなかった。このように，全体としてみて，販売技術の向上が生.

産技術の向上よりも遅れてしまったのは，商品の分散過程が依然として小商

人によって担われ，増大する商品量を捌くためには小商入居の増大が必要と

なったことによるものとみてよいだろう。

生産に従事する者の増加を小さくみせた理由の最も大きなものは，農業従

事者の大巾な減少である。西欧の場合， 1910年からの40年間に850万人(生産

従事者の10%をこえる)の減少をみている。これに対し我が国の場合にはこ

の期間には農業従事者数がほとんど変化していなし、。そのため西欧に比較し

て，空産従事者数の増加率が高くあらわれ，分配従事者の比率を小さくみせ

たのである。その後，昭和30年代に入って，特にその後半から，急速に農業従

事者が減りだし，そのために，生産従事者数は総数では減少を示し，分配従事

者の比率を高めることになっている。かくして農業はより少ない労働力でよ

り多い食料を供給するようになったのだが，この減少は食料品目利用者の増

大であり，それにまた小商人の増大につながっている。農業からの流出は，

増加傾向にある小西人層への労働力補給ともなっていて，そのまま直接他の

商品生産部門への労働力の移動とはなっていなかったのである。製造業にお

ける労働人口の増加は，卸小売業における労働人口の増加に劣らないものが

あった。とはいえ少なくとも1950年頃までは，生産部面における不断の過剰

人口の形成という金融資本の蓄積様式は，労働力の不足を訴えるに至ってい

ない。資本の蓄積は，不断に行なわれる有機的構成の高度化が生みだす過剰

人口をこえてまで増進することはなかったのである。

労働人口の自然的増加，ならびに社会的増加8)は，相対的過剰人口の形成

を十分補って，資本蓄積が労働人口を不断に過剰イじする傾向を止揚してしま

8) わが国の場合には.この期間に農業就業者の減少はあまりみられないが，卸小売
従業者の 300万人の増加に対し，製造業では500万人の増加(倍増)があったが.
人口は300万人増加し.就業者総数は1，500万人もの増加をみている。
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うのを防いでいた。 そして事実上その範囲内でなければ蓄積は不可能とな

るような状況にあったのであろσ しかしそのことは反面，戦時経済を別とす

れば，不況と失業とが基調の時代にならざるをえないことを意味している。

そして不況と失業とからの脱却が資本主義にとって最大の課題となっていた

のであるが，とにかく，そういう状況のもとでの小商人の増加であったこと

を認識しておかなければならない。農村からの一方的人口流出が続くなかで

しかも賃労働者としての吸収が比較的制限されているような状況のもとで

は，それ以外の第3の層の中で，小商人は重要な生業の一つになっていたも

のと考えられる。

全労働人口に占める生産人口の割合が低まる中で，流通に従事する人口が

増加してゆく傾向は全く同じであるが，我が国の場合，流通のために必要な人

口は西ヨーロッパ平均よりも若干多くなっている。全体に占める流通担当者

の比率においてもそうであるが，生産従事者に対する比率においても我が国

は若干高い数値を示している。そこで西ヨーロッパ平均ではなく閏別に対比

してみたいわけであるが，時系列的な変化を名・国について同じような精度の

データで得ることは困難なので， 1950年前後の数字で比較してみようの。

先進国であるイギリスでは，生産従事者100人に対して流通従事者30人 09

50年)で，我が国の16人口950年)"-'21人(1955年)よりもはるかに多い。

しかし後進国であるイタリアやギリシャ等の地中海沿岸の国々では，生産の

100人に対し流通は10人前後となっていて，我が国よりはずっと少ない。こ

れに対して， ドイツは15人(1950年)フランスは18人口954年)と中間の数

を示してわが国とほぼ同数になっている。これは明らかに，経済発展が次第

に商品流通に従事する者の割合を高めてゆくのだということを示すものであ

る。経済発展は流通する商品の量を増大させ，したがってまた個人消費の水

準を高めるから，流通の方訟を一定とすれば当然流通過程に多くの労働力を

要することになる。しかるに我が国の場合，当時の消費水準がヨーロッパの

後進国並みであったことを考えると，流通する商品量がそれほど多くもない

のに，分配に従事する者は比較的多数で， ヨーロッパでも消費水準の高い方

9) 西ヨーロッパについてのデータは特にことわりのなし、かぎりすべて. Jefferysと
Kn伐のものである。なお Wiekens，W. H.， "Modern Retailing-Evolution 
and Revolution in the West European Distributive Trades，" London， Busi配 ss
Publications Ltd.，を参照。
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の国に近いのであるから，その多さが目につくのである。この種の大まかな

比較では小さな差は無視されなければならないが，この違いは無視出来ない

ほどのものと言えよう。しかも，わが国はその後の10年間に，ますますこの

人数がふえ， 30人にまで達するのである。

この数比を大きくするものはやはり農業従事者の減少である。わが国もこ

の10年間にはその誠少が大巾におきて分配従事者の数比が高まったのである

が，それまでは明治以来ほとんど減少を示さず今も， ヨーロッパの先進国に

比較するなら農業従事者の割合は大きいと言えよう。このように消費水準の

低さの割にも，そして農業人口の多さの割にも，流通に従事する人数が比較

的多いのは歴史的な消費習慣・生活様式のちがいにも多くをおっているので

あろうが，とにかく我が国の商品流通過程の能率が悪いことを示してい

る。それは極めて零細な小商入居が比較的多いことによるものと思われゐ。

しかし，そのことは資本蓄積にとってはまた別の意味をもっている。即ち相

対的過剰人口を比較的豊富にかかえていて労賃水準がそれだけ低いというこ

とである。零細な小商人が，その経済的窮乏にもかかわらず，いなむしろ，

貧困の故に増加の傾向を示しているのは，彼らが過剰人口の有力な貯水池を

構成するものであることを物語る。彼らの生活は，商活動のみに依存するの

ではなく，世帯員の一部が賃働者化してうるところの所得との混合でなりた

っているが，この多就業家計こそが，経済変動に彼らを耐えさせ，また資本

の低賃金労働力の需要に応える機構をなしているものなのである。資本への

労働力供給を歴史的な経過の中でみるならば，まず農村からの人口流出が，

ついで小商人を主要な構成要素のひとつとする都市雑業層の形成があげられ

なければならないが，西欧においても，すでに農村人口が極端に少なくなっ

てしまった国々では，増大した小商入居が，資本の労働力需給変動を調節す

る有力な要素になっているものと考えられる。

3 

自給的生産者及び自ら製造し自ら販売する小生産者の減少，これは徹底し

た商品生産化・規模の大型化・生産性の向上，総じて資本による生産過程の

把揮の進行を意味するが，それと同じ程度には流通過程の変革は進行しなか

ったのではないかということをみた。それは図1にみられるように，消費水準
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1ilI1.個人消費支出と生産対流通従事者比(商ヨーロ yパ、 1955)
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の高まりとともに生産従事者

に対する流通従事者の比率が

高まり，消費が一定水準以上

になるとそれが急速に進行し

ていることから推しはかるこ

とができる。図の左下の四ケ

同は農業従事者が50%前後に

達するが，右端の五ケ閤では

20%以下であることから，この両端聞の相違を決定づける最も大きな要悶は

農業の商品生産化の進展と，農業からの潜在的過剰人口の流出の度合である

と言ってよいが，図の上の方が横に延びるのは，

農業での減少が流通部面における労働人口の増加につながっていたこと，増

加する商品生産に応じて流通のためには生産での増加より以上に労働力の増

むしろそればかりでなく，

加が必要であったことによるものであるといえよう。また，図の左端では流

通従事者のうち卸売が15%前後であるのに対し，右端では30%前後となって

いて，その聞に，生産手段商品の流通増大もあって卸売が発展していること

を示している。だが，生産部面における労働者に対する流通部面の労働者の

比率が高まるとき，そこでは小商人の増加が量的には非常に大きく，それはそ

こにおける相対的過剰人口の貯水池としての役割が高まっていることを示す

ものであった。「販売の困難」が，こうした小商人層の増大によって軽減さ

れていやたとみることはできない。販売の困難は，それ以上の販売方法がな

それは困いという;窓味では小商人を増加するようにはたらいたで、あろうが，

難の再生産以上のものではなかったのである。

さて，小商人増大の中心をなしている小売業についてそれがどのような方

向に発展しているのかをみることにしよう。まず，全労働人口に占める小売

業従事者の割合であるが， 1955年において， 10%をこえているのは，

ベルギーをはじめとする農業従事者20%以下の五ヶ国である。これに対

イギリ

し，農業に50%が従事している，ボルトガ、ル，スペイン，ギリシャでは，小

売には5%前後しか従事していなし、。フランス， ドイツ，イタリアはその中

間にあって 9---7%である。そして図2にみられるように個人消賀支出の高
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まりとともに小売従事者の比率 図 2.個人消費支出と流通従事者率(西ヨーロヅパ、 1955)

も大きくなるものと言えよう。

わが国は9%であるが，その消

費水準からするとかなり大きい

数字である。

これらの小売従事者はどのよ

うな形態で就業しているかを，

まず全体に占める雇用者の比率

主

t 

Ef.t 19% 

全労働人口に占める流通担当人口町割合

で比較してみよう。 1955年前後の西ヨーロッパ全体では約半分が事業主及び

その家族の従事者で，残りの半分が雇用者となっているが，国によって大き

な違いがみられるo イギリスでは雇用者が80%近くを占めているが， ベjレギ

ーでは事業主及びその家族の方が80%を占めている。イタリアでは家族の従

事者が30%を占めるのに，ポルトガルではそれは3%を占めるにすぎない。し

カミし， ドイツ，オーストリア)レクセンブソレグ， フランスの諸国はほぼ似か

よっていて，卒業主30"-'40%，家族従事者16"-'17%，雇用40'"'-'50%であり，

これは大体西ヨーロッパの平均値に近い，これに対して我が国では， 40%近

くが事業主で，家族従事者は30%をこえ，雇用者が30%であった。一見した

ところでは，各国の聞に一定の傾向を認めないのであるが，家族従業者の統

計上の扱νが各国間で一定していないことを考慮に入れなければならない。

例えば他の国に比してポルトガルの家族従事者は低くみつもられている。ギ

リシャ， ポルトガル， スペインでは女性の家族労働者(労働者一般について

も言える)が極端に少ない歴史的事情がある。また，小売業では女性が事業

主になることが多い国があれば，その逆の国もある。更に伝統的に行商ー人が

非常に多く小売従事者の20%にも達しているイタリアでは事業主の割合が高

いし，行商人がほとんど数%にしか記録されていない，

では事業主は割合を低める。

スイスやスェーデン

しかしながら，歴史的な経過でいえば，あきらかに，雇用されている者が

その比率を増すことになろう。というのは，これからは行商人は増加しない

でむしろ減るだろうし，逆に賃労働者を多数雇うような形態が次第に増加す

ることが予想されるからである。 したがって， イタリアとドイツとイギリス
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とを，発展の方向を示す代表的な国としておいてよいだろう。しま，家族従

事者を除いて，事業主と雇用者との比をみると，イタリアでは， 3 1， ド

イツでは2: 1.フランスでは i: 1.イギリスでは 1: 5となってレる。

しかし，雇用者の比率の増加は決して直線的には進まないであろう。ベルギ

ーにおける事業主の多さはイタリアをしのぐほどの比となっているが，これ

はその国の相対的過剰人口の存在形態にかかわることである。 1955年のベル

ギーのデータは1947年の数字に基いて計算されているが，その年は不況であ

り，零細小売庖の開設が著しく，したがって事業主が多くあらわれたことが

予怨される。わが国における事業主と雇用との比は， ドイツ，フランスの中

間で1.3:1となっているが，先にみたように，我が国の流通過程の能率が

悪いのは零細な小商人が多いからではないかという観測からすれば，若干雇

用の比が高いようにも思われる。

そこで，商屈の従業者規模別の構成を比較してみよう。我が国の1956年の

商業センサスによれば， 1人でやっている小売庖は全体の約30%であるが，

ベルギーの場合56%. イタリアは51%と極めて多い。ポルトガノレ，スペイ

ン，ギリシャも， 50"'80%に達している。少ないのは，イギリス，フィンラ

ンド，スェーデンの22"'27%である。したがって，ベJレギーの零細小売商の

多さはその経済発展度からみても顕著なことは確かであるが，わが国の場合

には比較的零細なものが少ないということになりそうである。しかし，わが

国の商業センサスは行商人を合んでいない。また1人の経営とみるか2人の

経営とみるかの規準，家族労働力の集計の仕方などに統ーがないとすれば，

むしろ，規模の大きい屈にどれ位が就業しているかをみた方がよいであろ

う。従事者10人以上の屈に就業している者の割合は，イギリスの約40%， ド

イツ18%，フランス11%，イタリァ2.5%vこ対し，我が国は12%となってい

るから，事業主と雇用との比でみたことと同じような結果になる。我が国の

消費水準は当時イタリアよりも低かったから，結局その規模別構成の割には

能率が悪いということが出来る。消費水準が高まるとき，その能率の悪さが

どのように解消されるかが問題となろうが，それはともかく，これまでのと

ころ，消費水準の高まりとともに，小売従事者1人あたりの人口数はどんど

ん減ってゆくが，それとともに，大きな自で働く者の割合が高まってゆくこ

とがわかった。
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小さな屈は小数の客をしか相手に出来ず，大きな居は多数の客を相手にす

ることが出来ることからすれば，小さな居の割合が消費水準の高まりととも

に低まるものならば一白あたりの住民数は増加してゆくように思われるが図

図S・個人消費支出と小売底あた qの人口(西ヨーロァパ、 1955)
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3にみられるように，消費水準の

高まりは必ずしもー居あたりの

住民数を増加させてはいない。

つまり，小さな屈の増加は著し

いのである。小売従事者一人あ

たりの住民数が消費水準の高ま
f 

りとともに減ってゆくのは小さ

な自の増加と密接な関連をもっ
f知A

ている(図4)。それ故，そ

こには増大する商品量に

対応する販売技術の変革

F 時。

小売庖ー腐あたりの人口

図4目個人消費支出と.小売業一人あとり人口li!!iヨー D 'yバ、 19S5)

がそれほどみられないと

言えよう。経済発展とと

もに小商人層の増大，滞

留がみられるのである。

消費水準
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と商屈の従事者平均規模の聞にはあまりはっきりした相関はみられない。消

費水準の高い国の中にも一白あたり従事者にはかなり大きなひらきがある。

個人消費支出一人あたり600""']00ドルの 8ヶ国中で，一居あたり1.6人(べ

Jレギー)から4.3人(イギリス) という差がみられる。

消費水準の低いところではー届あたり従事者は2人前後のところにまとま

っているが，小商人層の形成・拡大は経済発展とともに各国様々になされた

もののようである。しかしベルギーやフランス (2.3人).さらにはイタリア

(1.8人)や我が国 (2.6人)の零細小売商の多さに驚くことはない。

1""4人規模の小売屈は80%を占めている。

イギリ

だが，ー届あたりの住民数がぱらつき，~rgあたりの従事者がぱらつき，

また，従事者一人あたりの伶民数が減る傾向にあるのにもかかわらず，従事
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者ー人あたりの売上げ高が，消費水準の高まりとともに上昇してゆくことは

図5から明瞭に読みとられる。

老人

t当
Z事
個士

めているということである。っ ;詰
まり，小売に従事している者-f
人あたりの売り上げ高が延び悩主

早 l ，
んでいるのである。勿論， 国民 凡小売従事者一人当売上高(各国とも右側はfulltimeに換町千ドル・

一人あたりの個人消費支出は国民一人あたりの小売居からの購買額を示すも

のではないが，ほぽ消費支出が高まれば，小売からの購買額も高まるものと

みてよい。したがって，大まかな推計がなされているので小さな差は全く無

視しなければならないほどであるが，国民一人あたりの購買高が高いところ

では，それが多小ふえても，小売従事者一人あたり販売高はそれほど延びな

いで，むしろほぼ同じところにとどまっていると言う事が出来る。

このことは，購買高の多いところでは，商居あたりの従事者数にかなりの

聞きがあるにもかかわらず，従事者一人あたりの売上げはそれほど変化がな

いことを意味する。商屈の規模が違っても販売能率にはあまり差がないとい

うことになる。それは図6にみ

られる通りで，消費支出が600ド

ル以上の国々は一人あたり売上

げがほぼ同じであるが，一居あ

とは言え，ここで注意しなけれ

ばならないのは，消費水準の高

いところでは傾向線が傾斜を強

たりの従事者は前にもみたよう

に，ベソレギーの1.6人からイギ

リスの 4.3人までのひらきがあ

る。イギリスだけをとってみる

と，もっと極端で， 1 "'2人規

図5.個人消費支出と小売業一人当売上高(西ヨーロ yパ、 1955)
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模の小売屈も20"'49人規模の小売屈も100人以上の規模の小売屈も， 1人あた

りの売上額は向じなのである。即ち商居規模の質的な違いにもかかわらず，

販売能率は変らないのである。小売従事者一人あたりの売ヒ増加は，規模を

拡大して能率を高めることによるよりは，同民一人あたりの購買制の増加に
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よっている。そして，小売従事者一人あたりの国民数はむしろ減少、している

のであった。

かくして，これまでは販売能率上昇の停滞を専ら大量の小商人層の形成と

結びつけて考えてきたが，もう一つの要素として，規模拡大が必ずしも能率

の向上とはならなくなっていることをあげなければならない。資本家的な大

規模経営では勿論利潤をあげることは出来ている。しかし小商人との聞には

販売方法においては能率に差をつけるほどのものがないのである。じたがっ

て，販売量をふやすためには労働者をふやさなければならず，かくして，消

費水準の高まりとともに小売に従事する者が増大し，その比率を高めてゆぐ

ことになったのである。

ところで，小売屈のうちで，最も大きな割合を占めるのは食料品庖でゐっ

て，消費水準の低い国では全体の60"-70%，消質水準の高い国でも40"(50%

を占めているが，一居あたりの従事者数は，食料品店が最も少ないのであ

る。それは西ヨーロッパ平均て。2.5人であるが，衣料品庖はー庖あたり3.4人，

その他は2.8人となっている。小売居数の57%，小売従事者の52%が食料品

庖の占めるところとなっているのであるから，小商人の形成に関連する諮問

題はまた食料品目の問題でもあると言ってよいだろう。

4 

さて，疏通過程におけるこのような労働人口の増加は，それが小商人の増

大である限りでは，資本投下の増大ではなし、から，森下教授のいうように資

本にとっての流通費用負担の増加を意味するものではないだろう。それが，

資本家的経営における増加である限りでは，資本にとっての流通賓用負担の

増加となるだろう。しかしいずれにせよ，そこ?では生産のためにではなく，

生産されたものの流通のために社会的生産物が費消されるのであり，結局は

社会的流通費用が増大することとなる。それだけ，最終的には商品の価格が

高まることを意味する。 rマージンの縮小」を言うことは出来ないのであり

「販売の困難」の緩和のためにも，むしろ小商人の排除，販売技術の革新に

よる労働力の節約がなされなければならないところなのである。ただそれは

資本蓄積と労働力の需給の動向にかかわっている問題なことは確かである。

不況と失業とを背景にした小商人の増大・労働者の増大であることは先に指
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摘した。だが，この不況のなかから，しかも最も零細で最も比重の大きかっ

た食料品屈において，大きな変革がはじまったのである。それはまずアメリ

カ合衆国において達成された。

図2，図5，図6に，合衆国を書きいれると， 1肖鑑水準の飛躍的高まりも

決して小売に従事する者の比率を増大させていないこと，そして小売従事者

一人あたりの販売額が極めて高くなっていること，また従事者規模も大きく

なっていること，総じて，西ヨーロッパの消費水準で、みられた停滞が突き破

られていることがはっきりする。小売業に従事する者の比率は全労働人口の

10%強(1958年)であるが，国民一人あたりの個人消費支出は約1，600ドル

(1955年)であった。ヨーロッパの先進国で、は，同程度の比率で，消費水準

は半分以下であったから，これは大きな飛躍である。(イギリスのそれは，

11%， 700ドJレとなっている)またー人あたり販売額は約2万ドル(1部5年

Full-time換算)で，一庖あたり平均従事者は5.7人(1954年)であった。

(イギリスでは1万ドル弱， 4.3人)

この変革は，いうまでもなし入手を省いた大型小売庖が大巾に出現する

ことによってなされる。その最も顕著なものは，食料品部門における，客の

「セルフサービスJ方式をとりいれた「スーパーマーケットJの登場によっ

てなされた変革である。 1950年ころすでに総合食料品庖の4分の3近くが

「セルフサービスJ方式をとり入れるところとなっていた。合衆国では，肉

雇・野菜屋・パン屋といった専門庖は，広数では4分の 1を占めているが，

食料品売上げの9割近くが総合食料品自によるものである。 1954年には全小

売屈のうち， 41%が食料品庖で，そこには全体の34%の従事者がおり，これ

は食料品目ー庖あたりの従事者が平均よりも少ないことを示すものである

が，統計上スーパーマーケットに分類された年間売上37.5万ドル以上の2万

屈は，庖数では総合食料品屈の 5.2%を占めるにすぎないのに売上げでは半

分を占めていた。 10年後には，年間売上.50万ドル以上の 1割に満たない総合

食料品居が，売上げの 7割を占めるまでになる。 19印年におけるスーパーマ

ーケットの平均的な規模は，従業員32人(うち常雇20人)，レジスター6台，

従業員一人あたり売上げ5.5Ti 1'"JI/， 客単価5トソレであった1九屈数では7

割を占める年商10万ドJレ未満の零細な総会食料品庖は，そのほとんどが雇用

10) Uhrich， R.， ・をSuper.marcheset Usines de Distribution，" Paris， Plon， 1962， 
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者のいない家族経営であり，売上げは全体の15%を占めるにすぎず，一居あ

たり平均して年5万ドjレの売上げにとどまっている。食料品庖におけるこの

ような変革は，小売業全体の能率を高めるうえで大きく寄与した。

小売業におけるもう一つの注目すべき変革は rディスカウントストア」

の発達である。これは家庭電化製品を中心に，更に衣料品を加えた，大規模

な廉価販売庖であるが，やはりセルフサービス方式をとり入れ人件費を節約

し，薄利多売，しかも銘柄品を格安に売っているo

これらの変革を反映して小売庖ー居あたりの人口は 150人という高い水準

に迭している。また従事者一人あたりの売上げは. 1""'2人規模の小売庖を

1として. 100人以上の規模の屈ではイギリス同様やはり 1であるが.20"-

49人規模のところではイギリスの1.1に対して合衆国は1.6となっている。

ヨーロッパや我が国では.1960年においても，スーパーマーケットの発達は

まだこれからというところであって，合衆国に比較すると大型小売居の割合

はずっと小さい。またセルフサービスをとり入れた商庖も数少なく，多い国

(ノルウェー，スェーデン)で5%.平均して 1%であった。

スーパーマーケットは，それ以前にも例がないわけではないが.1930年代

の不況期に食料品の廉価販売屈として誕生した。費用を節減するために客の

「セルフサービス」によって従業員を減らし，かつ大量販売のために大規模

な庖舗を建設した。そしてほかよりも価格の安いことが消費者を引きつけ

た。スーパーマーケットは自らの宣伝文句にあるように，価格破壊者 (Price

crusher)として出発したのである。だがスーノfーマーケットが急速に成長を

とげるのは，第2次世界大戦が終ってからのことである。不況の中で，独占

的なチェーンストアに対して安売りを敢行したスーパーマーケットは，戦後

の食料品騰貴と食生活向上のなかで，その勢力を飛躍的に高めてゆく。 1945

年には約l万屈で売上げの4分の 1を占めていたが.1950年には1.4万屈で

売上げの4自J.1964年には3万屈で売上げの?割を占めるに至った。他方で

は零細な食料品庖が急速に姿を消している。食料品庖数は1948年に50万あっ

たが1954年には38万.1964年には32.5万となった。総合食料品も.38万，

28万.21.5万と減少を続けている。

戦前の不況期には食料品屈は増大傾向にあった。 1929年の31万居から1939

年の39万庖へと総合食料品目数の増がみられる。小売業全体でも.1929年の
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154万屈から1939年の177万庖へと増加している。それは零細な庖舗の増加で

あり，チェンストアを構成する比較的大きな商屈はむしろ15万庖から12万庖

へと減っていた山。戦後は小売業全体でも 1948年の 17'1万庖から1963年の

1百万賠へと減少傾向をみせている。大まかに言って，不況が慢性化してい

た時期における小商人の増加と，好況の続いた時期におけるその減少を知る

ことが出来るが，これはまさに彼らの相対的過剰人口としての存在を示して

いるものである。

今世紀の前棄を不況時代とするなら，その後半は，いままでのところ好況

の持続をもって特色づけられる。 19世紀中葉に頻繁にくりかえされたところ

の，好況ー恐慌~不況一好況という産業資本の生活史は，金融資本が形成さ

れ，独占的大企業によって，資本にとっての危機である恐慌の回避策がとら

れるようになると，慢性化した不況と時おりの好況というふうに形をかえて

しまうのであった。しかし，長く続く不況とそれがもたらす失業人口の増大

とは，労働者階級の資本に対すろ反乱を促進し，それは資本にとって恐慌以

上の危機を意味するようになっていた。それ故1929年からの世界恐慌と引き

続く不況からの脱出には資本主義の存亡がかかっていたのであるが，必死の

景気振興政策も奏功しなかった。いずれ高戦争景気にまさることはなかった

のである。多くの政府は，税収入の減少に応じて支出を減らそうとし，保護

貿易と賃金切下げによって国内産業を振興させようとしたのであるが，そう

した方法は結局のところ少しも不況と失業の問題を解決しなかったと言って

よい。賃金はすでに下落していてなおかつ景気が回復しないのであった。む

しろ戦時経済の方がはるかに多くを生産し失業の一時的解消とさえなった

のである。戦後は，政府が赤字財政を辞せず積極的に財政投融資政策を遂行

することが，景気維持の大きな支えになるという関連が認識され，いわゆる

「インフレ政策」が一般化してきた。独占体の形成が不況期における投資の回

復を遅らせ不況を長期化させるというような状況のないころーには，不況はや

がて回復するものであったから，政府の財政投融資はむしろ必要でなかった

と言ってよい。しかし今日のように独占体の形成が，そうしたいわば正常な

かたわでの産業循環を乱すときには，例えば利子率が低下しても投資がふえ

ないのであるから，政府が積極的に投資政策を展開しなければ不況からの回

11) 荒川:tti苦手年「小売商業構造論」千倉書房 1962年，第4章第4節を参照せよ。
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復は困難なのである。雇用を増すためには，政府が不足している投資をかた

がわりして行ない，有効需要を創りだしてゆかなければならないという考

えは，従来のような均衡財政主義とは全く反対のものであった。このような

投資政策の遂行のためには，政府が必要なだけの公債を発行して投資できる

こと，したがって中央銀行がそれに応じて貨幣を発行出来ることが必要であ

るが，管理通貨制度はそのための通貨増発を保証するものであった。こうし

た景気政策は戦後いくつかの国において一応の成功を収めたと言える。西ド

イツの「驚異J-，イタリアの「奇蹟J，そしてそれらをしのぐ，我が圏の「

高度成長」などは，合衆国の繁栄とともに，今世紀の後半を好況の持続をも

って特色ずけるものである。

さて，好況が続くと，次第に失業人口が減り，相対的過剰人口の割合は小

さくなるが，それは労賃の上昇を呼びおこす。このような「労働力不足Jの

状況のもとでは，労働力に多くを依存しなければならなかった小売業におけ

る費用の増大は著しくなる。商品流通を小商λに依存すればするほど，彼ら

を養うために社会が支払わなければならない費用は膨脹する。だが他方では

小売業からの労働力吸収が進行する。食料品価格の騰貴のなかで，スーパー

マーケットが急速な発展をとげたのはまさにこうした状況のもとにおいてで

あったのである。

5 

さて，このような大規模な食料品小売居の発達は，流通機構に重大な変化

をきたすであろう。それは，極めて零細で分散した消費に対応して小売商も

零細で分散していたということのために必要となっていた諸々の仲継組織を

不要にするのである。しかし，庖舗の大型化は最近のものであるとしても，

多数の小売庖をもつことによる企業の大型化はすでに以前から進行してい

た。特に合衆国では， 1930年代すでに食料品の3O~40%がそうしたチヱンス

トアにおいて販売されていた。彼らは大量購入によって流通費用の低下を計

ると同時に，競争相手を排除できた商品については価格の維持を計ったので

あるが， ζれに対抗して，存立基盤をおびやかされた卸商と小売商の方でも

提携が進んだ。独立した小売商が協同で卸機関を設けるか，あるいは卸商が

スポンサーになって独立した小売屈を集中するという方法がとられた。前者



北海道大学農経論叢第 25集

をコーオペラティブチェン，後者をボランタリチェンと呼んで，先のコオポ

レイトチェンと区別しているが，この両者も1940年にはすでに食料品販売額

中の3割を占めていた。更に戦後は急速に独立商屈の提携が進み1964年には

5割を占めるに至っている。コオポレイトチェンは4割を占めているから，

全くの独立食料品居の比重は，h5数では6割を占めながらも，とるにたりな

いものとなってしまったのである問。

このような集中は，当然のことながら，全く独立している卸売商というもの

を消滅に近ずけるであろう。一般食料品卸売商は1948年から1963年の聞に4

割も減少している 13)。尤も，コオポレイト以外のチェンはその仕入の半分

を自分の加入している組織以外から受けとっているし，自分が正会員となっ

ている直接上の組織からの仕入は2割にとどまる。また，最大4チェンをと

って比較すると， コオポレイトチェンは食品売上全体の22.4%であるのに対

しその他のチェンは7.4%，最大20のチェンでは36%と15%というように，企

業規模の開きは大きいことがわかる14)。しかし少なくとも本来のチェンにつ

いてみれば，卸はすでに小売に統合された部門になヮており，しばしば産地

からの直接購入が行われるだけでなく，加工部門への進出もなされている。

それ故，小売屈の規模が大きくなることではなく，むしろ小売企業の規模

の大きくなることこそが，流通機構の変化にとって重要であるように思われ

るのであって，スーパーマーケットの発達の方を重視する見解に対して，む

しろ「直接買入や特約購買が次第に重要性を増すこと，そして広く農家から

小売への活動が垂直的統合されてゆくことは，まず，食料品庖企業の水平的

統合の変化の程度によって説明されるべきであるJとする見解が有力であ

る問。例えば，青果物の生産者からの直接購入の進展は，スーパーマーケ

12) Kohls， R. L.， "Marketing of Agricultural Produ:ts"， 3rd ed.， New York， 
Macmillan， 1967， PP .101-103を参照せよ。
13) U. S. D. A.， Agricurtural Economic Report No.95 ， "Agricurtural Markets 
in Change"， P.l4. 
14) Garoian， L.，“Grocery Retailing" in Moore， 1. R. and Walsh， R. G.， eds.， 
"Market S甘uctureof the Agricultural Indus住ies"，Ames， Iowa State Univ. 
Prωs" 1966， PP.5-9. 
15) Mueller， W. F. and Garoian， L.， "Changes in the Market 5tructu民ぱ
Grocery Retailing"， Madison， Wis:onsin Univ. Press， 1961. PP.99ー100，
なお5hepherd，G. 5.， "Marketing Farm Products，" 4th ed.， Ames， Iowa 
;ìt~te U~iv. Pr閣， 1962， P.21章もみよ。
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ットよりはむしろチェン組織にその基礎を有するというわけである。これは

確かにそうであって，集中が進んでいなければ，それだけ自ら行なうところ

の卸機能が中途半端なものになり，まして，加工資本よりも大きくなること

などは出来ないだろう。

表4 アメリカ合衆国におけるスーパーマーケットとチェンストア

1 9 6 0年 庖 数 構 成 販売額構成

全体 100 100 

% 
Supermarket " .5克 67.6 

チエン庖 6.3 39.3 

3虫 立 1苫 5.2 28.3 

Superetts 
" .6 13.5 

チエン庖 1.2 1.5 

1虫 立 !苫 10.4 12.0 

Smal1 store 76.9 18.9 

チエン庖 1.2 0.4 

独 立 応 75.7 18.5 

しかし，チェンストアの 7割はスーパーマーケットで，その売上げはチェ

ンストアの95%を占めるというような，小売単位の大規模化，即ち，チェン

ストアがいまやほとんどすべてスーパーマーケットで構成されているという

ことは，やはり卸機能に新たな変化を生じさせずにはいない。チェンの卸売

部門は，かつて商品の分散過程において卸売商が小売屈にたいして行なって

いたことを代行したのであるが，小売目の大型化は，かつての卸売商がなし

ていたことを不要とするに至っている。今では，個々の小売居が，昔の卸売

商より大きいのであって，商品はいよいよ生産者(産地・工場)より直接小

売居へ配送されなければならなくなってきている附。今日，チェンの卸部門

が担当しなければならないのは，分散過程としての卸ではなく，むしろ仲継

過程としての卸機能なのである。

16) この意味でW.E. Folzの言うように，スーパーマーケットの発達が，直接買入
't強くおし進めるものとみてもさしっかえないだろう。
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集収過程について言えば，スーパーマーケットの発達とともに，加工過程

の大巾な導入がなされるために，それはむしろ加工資本にとっての問題であ

.ることが多くなる。加工されない青果物などについては，直接買入，特約購

入がますます重要性をましてきており口これは集荷段階での商人の独立性

を失なわせてゆくことになるだろう。それは勿論集荷機能そのものの消滅で

はない。

このようにして，食料品の流通においては，小売庖の大型化・スーパーマ

ーケットの発達により，小売の側から，分散の，そして仲継の，更に集収の

各過程の純化，各機能の明確化がせまられるようになるということが出来る

だろう。

17) わが国では.中央卸売市場の確立することが現代資本主義の特質のようにみえ
るとしても.それはわが国の零細な消費と零細な小売窃の存在に見合ったもので
あることを忘れではならない。一人あたり所得では合衆国とわが国との聞に8倍
のひらきがあるが.食料への支出についても倍のひらぎがある。(1958年)
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IV STRUCTURAL CHANGE IN FOOD RETAILING 

By 

Shun-ichiro Kawabata 

Tho marketing processes， assembling一同ualization-dispersion，can be dis:. 

ernible in the food di宮住ibution.But th巴 structureof these process is complex， 

出ldvarious kinds of marchants are engaging in these processes. Up to the 

present time， food retailing has usually been carried on by ~ery small stores. 

And血isis one of the most important fa士torswhich cause this complex 

s甘ucture

Large.scale retail foodstores emerged in the 1930' s， in the age of depression， 

aiming at reducing retailing co蜘 bymeans of mass.sale and self.service by 

shoppers. It is， however， after the world war 1I that the so.cal1ed supermarkets 

have grown rapidly and acq uired. greater importance. Higher wages in these 

prosperous days make self.service system more advantag巴ous，and the higher 

income raises the standard of food consumption， Thus there comes considera' 

ble advancement in labour efficiency or sales per shopman in food retailing. 

The development of large.scale food stores promotes the simplification of 

the complicated process of assembling-wholesaling-retailing， and improves 

these functions. 


